
銚子市社会福祉法人指導監査実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」とい

う。）第５６条第１項の規定により市長が行う社会福祉法人（以下「法人」

という。）に対する指導監査の実施に関し必要な事項を定め、統一的かつ効

率的な指導監査を行うことにより、適正な法人運営と円滑な社会福祉事業の

経営の確保を図ることを目的とする。 

  

（基本方針） 

第２条 指導監査は、社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について（平成 

２９年４月２７日付け雇児０４２７第７号・社援発０４２７第１号・老発  

０４２７第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長及び老

健局長連名通知）及び前回の指導監査の結果等を踏まえ実施し、単に問題の

指摘にとどまることなく総合的評価に努め、法人の運営水準の向上のために

必要な助言、指導等を行うものとする。 

２ 指導監査の実施に当たっては、前項の規定を踏まえ、毎年度当初に指導監

査等実施計画（以下「実施計画」という。）を策定するものとする。 

３ 実施計画の策定に当たっては、社会福祉課（以下「総括課」という。）と

法人が行う事業を所管する市関係各課（以下「関係課」という。）が十分な

連携を図り、実施時期等を調整するものとする｡ 

 

（指導監査の対象） 

第３条 この要綱による指導監査の対象は、法第３０条第１項第１号の規定に

より市長が所轄する社会福祉法人とする。  

 

（指導監査の種類） 

第４条 指導監査の種類は、一般監査及び特別監査とする。  

 

（一般監査） 

第５条 一般監査は、第２条第２項に定める実施計画に基づき、定期的に実地

において行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般監査は、法人の運営等に問題が発生した場

合、又は通報、現況報告書の確認の結果等でそのおそれがあると認められる

場合、随時実施することができる。 

 

（特別監査） 

第６条 特別監査は、法人の運営等に重大な問題を有する法人に対し、随時、

実地において行うものとする。 

２ 特別監査の実施時期、実施方法、実施内容等については、その都度定める。  



 

（一般監査の実施方法） 

第７条 一般監査は、総括課と関係課が合同で行うものとする。 

２ 第５条第１項の一般監査（以下「定期一般監査」という。）の実施に当た

っては、原則として、指導監査実施日の２か月前までに、指導監査の期日、

指導監査職員の氏名その他必要な事項を記載した一般監査実施通知書（別記

様式第１号）により当該法人に対して通知する。 

３ 定期一般監査を実施するときは、指導監査実施日の１４日前までに、当該

法人に対し、一般監査実施通知書に記載する指導監査事前提出資料を提出さ

せるものとする。 

４ 定期一般監査は、前項の規定により提出された指導監査事前提出資料をも

とに当該法人の運営状況等について、法人の役員、職員その他関係者（以下

「代表者等」という。）から説明を求めるほか、必要に応じて帳簿等書類を

確認することにより行う。 

５ 第５条第２項の一般監査（以下「臨時一般監査」という。）の実施に当た

っては、事前に、指導監査の期日、指導監査職員の氏名その他必要な事項を

当該法人に通知する。 

６ 臨時一般監査は、法人の運営等に問題が発生し、又はその恐れがあると認

められる事項について、代表者等から説明を求めるほか、必要に応じて帳簿

等書類を確認することにより行う。 

７ 一般監査は、当該法人の執務時間内に行うものとする。ただし、やむを得

ない事由があるときは、この限りでない。  

８ 一般監査は、必要に応じて千葉県その他関係行政機関等が実施する監査と

同時に行うことができる。 

 

（指導監査の講評） 

第８条 指導監査を実地において行った場合、指導監査終了後、当該指導監査

の結果の概要について、代表者等に対し講評を行う。 

 

（復命） 

第９条 指導監査を実施した職員は、指導監査内容について別に定める社会福

祉法人指導監査調書により、復命するものとする。  

 

（指導監査結果の通知及び改善指導等） 

第１０条 指導監査の結果について、必要な是正又は改善の有無及び内容につ

いて法人に指導監査結果通知書（別記様式第２号）で通知する。 

２ 前項の通知は、指導監査実施日からおおむね３０日以内に行うものとする。 

３ 法人は、是正又は改善の状況について、指導監査結果通知書が到達した日

から６０日以内に、指導監査に対する改善状況報告書（別記様式第３号）を

提出しなければならない。 



 

４ 前項の規定にかかわらず、市長は、やむを得ない理由により期限内に前項

の報告書を提出できないとの申出を代表者等から受けた場合は、その理由及

び報告予定日を文書で報告させたうえで指導することができる。ただし、上

記理由が解消した時点で速やかに指導監査に対する改善状況報告書を提出

させなければならない。 

５ 市長は、第３項の報告書について、是正又は改善の内容に係る審議及び議

決をした理事会及び評議員会の議事録の写し、その他の是正又は改善の内容

を確認できる書類等必要な書類を添付させることができる。  

 

 （監査整理簿） 

第１１条 市長は、指導監査結果について記録するために、社会福祉法人監査

整理簿（別記様式第４号）を作成し、整理するものとする。  

 

 （関係機関との連携） 

第１２条 指導監査の円滑な実施とその実行を期するため、千葉県その他関係

行政機関との連携を十分図るものとする。 

 

 （補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年１２月１１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年６月３日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年９月２９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年１２月８日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年１２月１４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１３日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年６月９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 


